
国交省
国
土
交
通
省
は
２０
日
、

「
公
共
工
事
に
お
け
る
総
合
評
価
方
式
活
用
検
討
委
員
会
」

（委
員
長

・
小
澤

一
雅
東
大
大
学
院
工
学
系
研
究
科
教
授
）
の
下
に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
部

会
を
設
け
、
初
会
合
を
開
く
。
総
合
評
価
方
式
の
改
善

・
普
及
方
策
な
ど
を
検
討
す
る

の
が
狙
い
で
、
同
部
会
の
作
業
部
会
と
し
て
道
路
、
河
川

・
ダ
ム
、
建
築
、
港
湾
空
港

の
４
つ
の
部
会
も
設
置
し
、
工
事
分
野
ご
と
の
評
価
項
目
、
評
価
方
法
な
ど
も
探
る
。

１０
月
に
開
く
同
委
員
会
ま
で
に
会
合
を
重
ね
、
中
間
報
告
を
ま
と
め
る
予
定
だ
。

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
部
会
の
検

討
項
目
は
、
▽
デ
ー
タ
収
集

・
分
析
方
針
▽
改
善

・
普
及

方
策
▽
総
合
評
価
方
式
の
体

系
の
見
直
し
▽
総
合
評
価
方

法

（除
算
、
加
算
方
式
）
―

―
な
ど
。
道
路
、
河
川

・
ダ

ム
、
建
築
、
港
湾
空
港
の
各

部
会
の
連
絡
調
整
も
担
う
。

メ
ン
バ
ー
は
、
国
交
省
本

省
、
各
地
方
整
備
局
、
国
土

技
術
政
策
総
合
研
究
所
、
学

識
経
験
者
で
構
成
し
、
各
地

方
整
備
局
の
代
表
者
は
、
道

路
、
河
川

・
ダ
ム
、
建
築
、

港
湾
空
港
の
各
部
会
長
を
務

め
る
。

各
部
会
で
は
、
工
事
分
野

ご
と
の
評
価
項
目
や
評
価
方

法

の
在
り
方
な
ど
を
検
討

し
、
改
善
方
策
を
提
案
す
る
。

各
部
会
に
は
、土
木
研
究
所
、

港
湾
空
港
技
術
研
究
所
な
ど

も
メ
ン
バ
ー
と
し
て
参
画
す

る
予
定
だ
。

公
共
工
事
に
お
け
る
総
合

評
価
方
式
活
用
検
討
委
員
会

が
こ
と
し
３
月
に
ま
と
め
た

報
告
書
で
は
、
今
後
の
課
題

の

一
つ
に

「
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ

プ
調
査
の
継
続
」
を
挙
げ
、

「
（国
交
省
で
は
）
総
合
評

価
方
式
の
適
用
が
急
激
に
拡

大
し
て
い
る
が
、
工
事
特
性

に
応
じ
た
簡
易
型
、
標
準
型
、

高
度
技
術
提
案
型
の
各
型
式

や
評
価
項
目
、
評
価
方
法
の

選
定
が
適
切
に
な
さ
れ
て
い

な
い
事
例
も
見
受
け
ら
れ

る
」
と
指
摘
し
て
い
る
。

そ
の
上
で
、
総
合
評
価
方

式
の
適
用
拡
大
で
、
評
価
項

目
や
評
価
方
法
な
ど
が
多
様

化
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
必

要
に
応
じ
て
総
合
評
価
方
式

の
体
系
を
見
直
す
と
と
も

に
、
引
き
続
き
効
果
な
ど
を

検
証
す
る
こ
と
を
求
め
て
い

る
。国

交
省
で
は
、
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
部
会
と
道
路
、
河
川

・

グ
ム
、
建
築
、
港
湾
空
港
の

各
部
会
に
実
際
の
工
事
発
注

に
携
わ
る
地
方
整
備
局
の
代

表
者
を
メ
ン
バ
ー
に
加
え
る

こ
と
で
、
同
委
員
会
が
指
摘

し
た
課
題
を
解
決
し
て
い

く
。

脚
銘

改
善

品
日
及
策
な
ど
検
討

害
賠
償
請
求
を
受
け
て
負
担

し
た
場
合
に
支
払
わ
れ
る
。

損
害
補
償
は
▽
建
築
物
の
物

理
的
損
害
復
元
費
用
▽
物
理

的
損
害
に
起
因
す
る
発
注
者

の
経
済
的
損
害
（
開
業
遅
延

に
伴
う
逸
失
利
益
▽
第
二
者

の
身
体

・
財
物
損
害
▽
引
き

渡
し
後
の
補
修
に
起
因
す
る

も
の
（オ
プ
シ
ョ
ン
）―
―
と

な
っ
て
い
る
。
て
ん
補
限
度

額
は
１
０
０
０
万
円
、
５
０

０
０
万
円
、
１
億
円
、
免
責
金

額
は
１０
万
円
、
５０
万
円
、
１
０

０
万
円
と
そ
れ
ぞ
れ
の
プ
ラ

ン
が
そ
ろ
い
、
募
集
開
始
ま

で
に
確
定
す
る
。
保
険
料
は

業
務
報
酬
額
の
２
％
を
原
則

し
、
報
酬
額
が
大
き
く
な
る

に
つ
れ
比
例
減
額
す
る
。

今
後
は
取
扱
代
理
店
の
選

定
、事
務
処
理
体
制
の
整
備
、

事
故
検
討
機
関
の
設
立
な
ど

の
内
容
を
話
め
て
い
く
。

19年 6月  フ 日

建設通信新聞


